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はじめに 

 

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により、我が国のエネルギー政策を巡る状況

は一変した。こうした大きな環境の変化に対応すべく、2014 年 4 月に閣議決定されたエネ

ルギー基本計画において、再生可能エネルギーについては、2013 年から 3 年程度、導入を

最大限加速していき、その後も積極的に推進していく、とされている。 

 

また、地球温暖化問題については、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）において、

人間活動が 20世紀半ば以降に観測された温暖化の支配的な要因である可能性がきわめて高

く、今世紀末には世界平均地上気温が 1986～2005 年平均と比べて 0.3～4.8℃上昇する可能

性が高いとされた。我が国においても、2050年温室効果ガス 80％削減という長期目標（2012

年 4 月 27 日に閣議決定された第 4 次環境基本計画における目標）を見据えた温暖化対策が

必要であり、その中でも、再生可能エネルギーの導入拡大は中心的な課題となる。 

 

これまでの中央環境審議会地球環境部会における議論でも、再生可能エネルギーの導入

は、①温室効果ガス排出量の削減、②エネルギー自給率の向上、③化石燃料調達に伴う資

金流出の抑制、④産業の国際競争力の強化、⑤雇用の創出、⑥地域の活性化、⑦非常時の

エネルギーの確保など多岐にわたるとされており、戦略的な普及を推進していくことが必

要となっている。そこで地球温暖化対策を進めるため、中長期的にどの程度まで積極的な

導入が可能かについての定量的な検証を行い、さらなる再生可能エネルギー普及のために

必要な方策を検討することが重要である。 

 

環境省においては、2008 年度以降、低炭素社会構築のための再生可能エネルギー普及方

策の検討を継続的に実施しているところであるが、上記のような背景を受け、本業務では、

2050 年を見据え低炭素社会を構築していく観点から、中長期的な再生可能エネルギーの普

及状況の見通しの検討と、中長期的に普及を実現させるための必要な方策をとりまとめる

ことを目的として、本報告書の試算は、2050 年など長期的な導入ポテンシャルが実現する

ことを仮定し、それが実現されるために達成されなければならない 2030 年などの姿を逆算

したものである。今年度は、3 か年事業の 3 年目に位置付けられる。 

 

本業務においては、「2050 年再生可能エネルギー等分散型エネルギー普及可能性検証検討

会」を設け、検討を行った（委員構成は次ページ参照）。 
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Outline 

 

Japan decided to promote renewable energy proactively in the Basic Energy Plan in 

April 2014. The aims of this study are to establish the feasible prospect of renewable 

energy in middle- and long-term and to propose policy measures to acheive the prospect 

from the view point of creating the low carbon society. 

 

First, necessity of renewable energy in Japan is pointed out, including a critical need for 

abatement of carbon dioxide emissions. The necessity is also justified by the global 

trend of utilization of renewable energy. 

 

Policy measures to promote renewable energy are examined from the aspect of 

renewable sources for electricity, electricity supply and demand system and renewable 

sourced for heat. The proposal includes improvement of current Feed-in Tariff policy, 

utilization of demand side management for stable electricity system, and favorable 

treatment of renewable heat on equal footing with renewable electricity. 

 

The calculation of prospects of renewable energy is estimated with the several 

presumption of intensity of policy. We backcast the world in 2030 from the world in 2050 

from the viewpoint of promoting renewable energy use. The grid constraint is also 

considered for the estimation. 

 

Based on the prospect, the cost and benefit of the use of renewable energy are calculated. 

The surcharge for electricity tariff, positive effects for economy and employment, and 

impact for electricity system are call onsidered. 

 

Finally, the policy roadmap was illustrated toward 2050 to accomplish the low carbon 

society.  
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